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研究成果の概要（和文）：本研究では，埋設環境におけるとう性管および不とう性管に局所荷重を付与した際の
変形挙動について評価を実施した。得られた結果は下記のとおりである。1）評価対象とするRC管は，製造業者
や規格変遷があるため，断面内剛性および剛性低下特性は，各社によって異なることが明らかとなった。2）地
上部では，とう性管と不とう性管の挙動は，同様の傾向を示したが，埋設状況では周辺地盤の影響を受けること
から，挙動が異なることが明らかになった。3）FEM解析における現地盤や基礎材に応じた反力係数や締固め度合
いを考慮した解析条件を設定することができた。

研究成果の概要（英文）：In this study, we evaluated the deformation behavior of a flexible and a 
non-flexible pipe under a local load in a buried environment. The results obtained are as follows. 
1) It has been clarified that the RC pipes to be evaluated have different manufacturers and 
specifications, so the rigidity in the cross section and the property of decreasing rigidity differ 
depending on each company. 2) In the above-ground part, the behavior of the flexible pipe and that 
of the non-flexible pipe showed the same tendency, but it was clarified that the behavior was 
different because of the influence of the peripheral ground. 3) It was possible to set the analysis 
conditions considering the coefficient of reaction force and the degree of compaction according to 
the original ground and the base material in the FEM analysis.

研究分野： 農業土木

キーワード： 埋設管　耐力評価　農業および下水道分野　管体挙動　とう性管　不とう性管
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研究成果の学術的意義や社会的意義
土圧の作用環境下において，管内面から鉛直方向の局所荷重を付与した際の管体の挙動および地盤の挙動を評価
することができた。また，埋設管に用いられるとう性管および不とう性管などの管種においても評価を実施する
ことができたことから，我が国のみならず世界各国で課題となっている埋設管の定量的な耐力評価手法開発に寄
与するデータの蓄積がなされた。今後も継続した研究活動を続けることで，水資源の安定した配・排水機能を維
持，事故などを防止できることから，適切な管理運用につながることが考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
近年、老朽化した農業水利施設の機能保全を図るため

に、ストックマネジメントの取り組みが進められてい
る。この背景としては、今後 10 年のうちに標準耐用年
数を超過する施設の割合が資産ベースで全施設の 37％
に及ぶこと、平成 25 年度における施設の突発事故件数
が 1000 件を超えるなどの突発事故の増加傾向にあるこ
と、さらには阪神淡路大震災や東日本大震災などの大規
模地震の発生などによる多くの対策を講じる必要があ
ることなどが挙げられる（例えば、農業水利施設におけ
るストックマネジメントの取組について、農林水産省、
2016）。そのため、これらの様々な環境条件下に置かれ
ている農業水利施設の保全を効率的に図るためには、画
一的な管理マニュアルではすべてを網羅することがで
きないため、使用環境や地域営農特性に応じた個別的な
施設管理マニュアルの整備が必要となる。本研究で対象
とする農業用パイプラインの「農業水利施設の機能保全
の手引き（パイプライン）」（平成 21 年 3 月）では、機
能診断調査・評価の結果を踏まえて、施設の性能低下要因、性能低下の状態・程度を把握し、可
能な範囲で性能低下予測を実施した上で機能保全計画を作成することを基本としているが、具
体的な対策工法の検討にあたっては、機能保全計画策定の実施フローのベースになる、設計のた
めに必須な情報としての現有耐力など性能低下の状態・程度が不明確なまま進められているの
が現状である。その理由は、変状の現象・状態の多くが複数の原因からなり、また地中埋設であ
ることから直接に視認することが難しく、耐力を評価することに困難を極めているためである。
この難題の解決に向けて、超音波や衝撃弾性波を用いる非破壊試験で間接的に管路の劣化程度
を推定に関する研究が進められており、優れた研究成果を挙げつつある。しかし、間接的に管路
の劣化程度を推定することから環境因子による影響も危惧されている。そこで、申請者は非破壊
試験で直接的に管路の耐力を評価する内面載荷法を検討している。内面載荷法は、管の内側に内
面載荷装置を設置し、管内面から載荷し、図 1に示すように管体を変形させる手法である。管の
上下方向に載荷した場合は、左右方向の直径が縮小し（鉛直載荷・水平変位）する。つまり、測
定対象とする管の荷重と変形量の関係を明らかにすることができる。この荷重と変形量の傾き
を耐力の評価指標として用いることを提案している（埋設管の現有耐力評価手法としての内面
載荷法の提案、兵頭ら、2015）。 
 
２．研究の目的 
本研究課題では、農業用パイプラインの性能照査型の設計・施工を実務として実施する上で必

要不可欠となる既設管の状態（製造業者および製造年度、劣化状況、埋設環境）が現有耐力につ
いて与える影響を明確化することを目的とする。対象とする管種は RC 管であり、対象とする口
径は φ400mm である。図 2 に埋設管に作用する土圧のイメージを示す。現地盤や基礎材に応じ
た反力係数や締固め度合いが安全側に設定されているが、施工条件等の影響でこれらすべてが
均一な値を示すことは考えにくい。つまり、周辺地盤と管路躯体による現有耐力を評価するため
には鉛直方向（鉛直土圧、基礎反力）と水平方向（水平土圧）をそれぞれ評価する必要がある。 
本目的を達成するために、既設管の状態（製造年度 RC 管躯体のみの評価と、埋設状態での RC
管躯体の状態を評価する必要があることから、詳細条件を考慮したうえで、二段階において管の
剛性を評価した。 

（1）管路躯体のみを対象とし、製造業者および規格変遷を伴う製造年度と、両者の違いが劣化
状況に与える影響について明らかにすることを目的とする。評価方法は、条件の異なる RC 管内
部から内面載荷装置で載荷した際の変位を測定し、その測定値を比較した。 

 
図 1 管内に設置した内面載荷装置 

 

図 2 埋設管に掛かる作用圧力の影響（イメージ図） 
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（2）管路躯体と周辺地盤、つまり埋設状況にある管を、内面載荷法で評価した際の周辺地盤と
管路躯体の挙動を明らかにすることを目的とする。 
 
３．研究の方法 
（1）コンクリートの配合、鉄筋径や養生方法などは、製造業者によってそれぞれ異なることか
ら、各社製品の特性を明確にしなければ、評価結果を適切に判定できないことが考えられる。つ
まり、農業用や下水道用に用いられる RC 管の剛性低下度合いを評価するためには、過去の規格
で製作された RC 管や、製造業者による物性の相違を考慮したうえで結果を評価する必要性があ
る。そこで本研究では、現 JIS 規格で製作した RC 管と旧 JIS 規格（昭和 31 年）を参考に作製し
た RC 管の物性値およびねじれを伴わない断面で剛性（以下、断面内剛性）を比較するとともに、
各製造業社の RC 管に関する断面内剛性の評価を実施した。本研究で使用した供試管（RC 管、
外圧 1 種、B 形）とし、A 社、B 社、C 社の 3 社の RC 管を評価対象とした。供試管数は、現 JIS
規格で作製した A 社、B 社、C 社の RC 管を各 2 本、旧 JIS 規格を参考に製作した C 社の RC 管
を 2 本の合計 8 本である。寸法およびコンクリートの物性値は実測値であり、鉄筋の物性値は規
格値である（表 1）。 供試管の損傷は、JIS A 5372（鉄筋コンクリート製品 推奨仕様 3－2 遠心
力鉄筋コンクリート）に記載されているひび割れ荷重 Fc＝21.6kN/m（52.5kN/本）を基準として、、
JSWAS A-1「遠心力鉄筋コンクリート管下水道用」の外圧試験に従って付与した。付与した荷重
値は表２に示す。供試管に荷重を付与した後は、供試管を外圧試験機から取り出して、受口部が
浮いた状態で内面載荷法により荷重－変形量を測定した。測定後は、外圧試験機で供試管に荷重
を付与し、内面載荷法によって荷重－変形量を測定した。供試管にひび割れが発生するまで、こ
の作業を繰り返し、ひび割れ発生前後における荷重－変形量の関係を測定した。なお、同一供試
管で荷重－変形量の履歴を評価することが目的であるため、外圧試験機と供試管の接触面は、各
荷重条件において同じ位置となるようにした。 

 
（2）地盤内での管の挙動については、東田ら（1981）がコンクリート支承上に設置された RC 管
に作用する土圧並びに管の変形と応力状態を明らかにするため、現場埋設実験と FEM 解析を行
い、管頂部への土圧集中の原因とその対策について検討する。また、有吉ら（2018）は、PVC 管
などの低剛性埋設管の内圧および外圧に対する挙動を検討するため模型実験を実施し、PVC 管
の変形はモーメントに加えて軸力によるものも大きくなることを明らかにしている。しかし、地
盤によって拘束された埋設管の内面から局所的な荷重を加えた際の管の変形挙動を評価した事
例は他にみられない。そこで本研究では、地盤による拘束が埋設管の断面内剛性に与える影響を
評価するために、健全な RC 管を現行の設計基準（農林水産省農村振興局整備部設計課、2009）
に従って埋設し、内面載荷法を適用した際の不とう性管の地盤内挙動を実験的に評価した。供試
管は RC 管（外圧 1 種、B 形）を用いた。RC 管の物性値を表 2 に示す。コンクリートの圧縮強
度は、同一材料にて作製した円柱供試体 3 本の平均値であり、弾性係数はこの圧縮強度を用い
て、日本建築学会（1999）の鉄筋コンクリート構造計算規準に示される弾性係数の推定式にて求

表 1 RC 管の物性値 

管種 物性 
A 社 B 社 C 社 

現 JIS 現 JIS 現 JIS 旧 JIS 

寸法 

内径（mm） 400 400 400 

厚さ（mm） 35 35 35 

長さ（mm） 2430 2430 2430 

コンクリート 

弾性係数

（MPa） 

- 

- 29,786 24,396  

圧縮強度

（MPa） 
- 51.6 39.1  

ポアソン比 0.17 0.19 0.17  

鉄筋 

弾性係数

（MPa） 
- 

200,000 210,000 210,000  

降伏強度

（MPa） 
235 688 688  

 -：データ入手困難のため不明，※1：実測値，※2：規格値 



めた。測定位置は、土地改良事業設計基準・設
計「農道」に準拠する農道および私道下を想
定した土被り 1.0m が確保されている範囲の
三か所の横断面とした（以後、図 3 の載荷断
面を左から断面 A、B、C と呼称する）。地上・
埋設試験において断面 A、B、C のいずれかへ
の内面載荷を行う際は、同時に A、B、C の三
断面の周方向ひずみ測定をすることとし、RC
管の断面内変形挙動の管軸方向の変化も評価
した。これは、内面載荷法で管に生じる 3 次
元的なひずみ分布から応力伝達特性を評価
し、一断面あたりの評価可能範囲を検討する
ことを目的としている。 

 
４．研究成果 
（1） 現・旧 JIS 規格で製作した健全管の断面内剛性評価 
①現 JIS 規格の RC 管と、旧 JIS 規格に従って
新たに製作した健全 RC 管の 30µm 変形時に
要した荷重と測定位置の関係を図 4に示す。
0cm 位置においては、おおむね同様の値を示
したが、40cm 位置以降では、現 JIS 規格のほ
うが旧 JIS 規格よりも高い値を示すことを確
認した。これは、膨張材の添加によるケミカ
ルプレストレス効果によって管体の弾性係数
が、高まったことに起因したと考えられた。
現 JIS 規格で用いたコンクリートの弾性係数
は 29.8GPaで、旧 JIS規格では 24.4GPaと 20％
程度の違いを確認でき、本研究結果において
は、30µm の変形に必要となる荷重値の合計
が、現 JIS 規格では 37,168N、旧 JIS 規格では
26,604N となり、約 28％程度異なっているこ
とが確認できた。つまり、規格の相違（弾性
係数の相違）によって所定変形量に必要とな
る荷重が異なることがわかった。また、0cm 位
置および 240cm 位置において、所定変形量に
必要となる荷重は、40～200cm 位置の荷重より低い値を示すことを確認した。これは、差口部
（0cm 位置）と受口部（240cm 位置）が自由端となるため、材料の連続性に伴う拘束力が片側方
向のみに生じたことが理由として挙げられる。管口を除く 40～200cm 位置は、現 JIS 管では 5,579
～6,309N、旧 JIS 管では 4,131～4,605N となることを確認し、所定変形量に必要となる荷重は、
おおむね一定に至る区間となることがわかった。本結果から、現 JIS 管、旧 JIS 管は、所定変形
量に必要となる荷重は異なるが、測定位置における変動の傾向はおおむね同様となることがわ
かった。 
 
② 製造業者の異なるひび割れ管の断面内剛性評価 
現 JIS 規格で製作した 3 社（A 社、B 社、C 社）の、初期ひび割れ発生前後における 30µm変

形時に要した荷重と測定位置の関係を図 5～7に示す。なお、図中の破線は、ひび割れ発生時の

表 2 RC 管の諸元 

項目 物性 

寸法 

口径（mm） φ400 

管厚（mm） 35 

有効長（mm） 2,430 

コンクリート 
圧縮強度（MPa） 42.6 

弾性係数（MPa） 29,886 

 

 

図 3 埋設試験の概略図 

930

1.5

1.0

1,500 2,525

1,000
470

4,955

800 400 400 (mm)

150内面載荷・ひずみ測定断面

A B CRC管

400

1,620

 
図 4 現・旧 JIS 管における 30µm変形時に

要した荷重と 測定位置の関係 
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荷重と測定位置の関係を示したものである。
まず A 社（図 5）では、4/3Fc でひび割れが発
生したため、健全状態の 0/3Fc と比較する。
0/3Fc において 40～240cm（5/3Fc の 0cm 値が
欠損しているため 0cm は除外した）の合計値
は 28,888N となり、4/3Fc では 18,633N となっ
た。健全状態とひび割れ発生状態で荷重値の
合計を比較すると、35％程度低下することを
確認した。また、ひび割れ発生後の 5/3Fc では
13,329N となり、ひび割れ発生時の 4/3Fc と比
較すると 28％程度低下した。続いて、B 社（図
6）では 4.5/3Fc でひび割れが発生したため、
健全状態の 0/3Fc と比較する。0/3Fc において
40～240cm の合計値は 34,337N となり、4.5/3Fc
では 28,811N となった。健全状態とひび割れ
発生状態で荷重値の合計を比較すると、16％
程度低下することを確認した。また、ひび割れ
発生後の 5/3Fc では 26,124N となり、ひび割れ
発生時の 4.5/3Fc と比較すると 9％程度低下し
た。最後に、C 社（図 7）では 3.5/3Fc でひび
割れが発生したため、健全状態の 0/3Fc と比較
する。0/3Fc において 40～240cm の合計値は
35,595N となり、3.5/3Fc では 27,807N となっ
た。健全状態とひび割れ発生状態で荷重値の合
計を比較すると、22％程度低下することを確認
した。また、ひび割れ発生後の 4/3Fc では
24,625N となり、ひび割れ発生時の 3.5/3Fc と
比較すると 11％程度低下した。以上より、健全
状態からひび割れ発生状態における所定変形
量に必要となる荷重の低下特性は、製造業社に
よって異なることが明らかになった。 
 
（2）埋設 RC管における荷重－変形量の関係 

地上試験および埋設試験で測定した RC 管の
荷重－変形量の関係を載荷断面 B について図 8
に示す。地上試験における RC 管の荷重－変形
量の傾きは、245N/µmとなった。このとき、荷
重－変形量の近似直線の決定係数は、R2＝0.991
を示していた。管の中央部（断面 B）から管軸
方向に 40cm の範囲では、断面内剛性がおおむ
ね一定となることを確認した。この理由として、
管口（差口および受口）を除く区間での RC 管
の断面内剛性は、材料の連続性に伴う載荷断面
への拘束力が両側方向ともにおおむね等しくな
ることが挙げられる。同様に、埋設試験におけ
る RC 管の荷重－変形量の関係は線形性を有
し、近似直線の決定係数が R2＝0.997 となるこ
とを確認した。この理由としては、地盤の剛性
に対して RC 管の剛性が極めて高く、管の
弾性変形に追従して地盤も反力係数を一定
に保ったまま変形したことが考えられる。
よって、埋設した RC 管における荷重－変
形量の関係は、土圧の作用しない地上試験
における結果と同様に、強い線形関係を有
することがわかった。このとき、荷重－変
形量の傾きは 267N/µm（断面 B）となり、
地上試験の結果と比較すると、断面内剛
性がおおむね一定となった。ただし、地
上試験と埋設試験における荷重－変形量
の傾きの差は、9.0％程度になることが確
認された。 

 
図 5 初期ひび割れ発生前後における荷重

と測定位置の関係（A社） 
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図 6 初期ひび割れ発生前後における荷重

と測定位置の関係（B社） 
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図 7 初期ひび割れ発生前後における荷重

と測定位置の関係（C社） 
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図 8 断面 Bでの荷重－変形量の関係 
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